
新エネ 夏合宿だわよ
ささがわ しの とみなが あきお

なら けんたろう はこだ たけひろ

ふじい えり



我々の言いたいこと

• 新エネは温暖化対策に貢献できるか？

①削減への貢献度は現時点では熱利用のほうが高い

⇒熱利用政策を立てる必要

②将来的には発電分野も温暖化防止に貢献の可能性

⇒RPSをコストエフェクティブに！

新エネ導入目標 達成 900万ｔ-ｃの削減できる？

試算



発表の流れ

• 新エネルギーとは

• 新エネルギーの導入意義

• 導入目標

• RPSの概要

• 新エネ起源炭素削減の試算とその考察

・熱利用について

・RPSについて

• 今後の方針

提言！



新エネルギーとは新エネルギーとは

• 石油代替エネルギーを製造・発生・利用するこ
と等のうち、

• 経済性の面での制約から普及が進展しておら
ず、かつ、

• 石油代替エネルギーの促進に特に寄与するも
の

「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」第２条



新エネルギーの位置づけ新エネルギーの位置づけ
出典：NEDOホームページ



新エネルギーの分類

• 供給サイド

• 需要サイド

発電分野

熱利用分野

太陽光発電

風力発電

廃棄物発電

バイオマス燃料

太陽熱利用

廃棄物焼却余熱

温度差エネルギー

クリーンエネルギー自動車

天然ガスコージェネレーション

燃料電池



発表の流れ

• 新エネルギーとは

• 新エネルギーの導入意義

• 導入目標

• RPSの概要

• 新エネ起源炭素削減の試算とその考察

・熱利用について

・RPSについて

• 今後の方針



新エネルギーを導入する意義新エネルギーを導入する意義

• 資源制約が少ない（持続可能性）
• 国産エネルギーとしてエネルギーの供

給構造の多様化に貢献

• 潜在的に一定の供給力を担う可能性が
ある

• 地域分散型であるので輸送によるエネ
ルギー損失も低く抑えられる

• 環境へ与える負荷が小さいこと
• 京都議定書の目標達成

安定供給
の確保

地球環境問
題への対応

新規産業・雇用の創出



±０％：エネルギー起源のＣＯ２抑制

現行対策単純維持

約2000万ｔ－Ｃ超過

その他（燃料転換等）：

▲５００万ｔーＣ

新エネ：▲９００万ｔーＣ

省エネ：▲６００万ｔ－Ｃ

対策

これらの目標は、新法及び
その他の政策支援（技術開
発・導入補助）により達成さ

れるもの

出典：地球温暖化対策推進大綱



エネルギー長期供給見通し
石油依存度：2010年度には４５％程度まで低減

３％程度１％新エネルギー

３％程度４％水力

１５％程度１３％原子力

１４％程度１３％天然ガス

１９％程度１７％石炭

４５％程度５２％石油

2010年度

（目標）（構成比）

1999年度

（構成比）

年度

項目

出典：総合資源エネルギー調査会総合部会報告書
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導入実績と目標（供給サイド発電分野）

出典：新エネルギー部会報告書



導入実績と目標（供給サイド熱利用分野）

出典：新エネルギー部会報告書
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日本の日本のRPSRPS制度制度

• 電気事業者による新エネルギー等の利用に
関する特別措置法

２００２年６月７日 公布

２００３年４月１日 施行

⇒一定量以上の新エネルギー電気の

利用を義務付ける法律



日本のＲＰＳ制度日本のＲＰＳ制度

• 対象となる新エネルギー等

風力

太陽光

地熱

中小水力

バイオマス

廃棄物発電（バイオマス焼却によるもの）



日本の日本のRPSRPS制度のイメージ制度のイメージ

政府（電子口座の管理）

新エネルギー

発電事業者

電気事業者 A

電気事業者 B

消費者

①設備認定

⑤電子口座
上に記録

④新エネ電
気量の届出

②新エネルギー
等電気の利用義
務付け

⑦義務履行確認

③電気販売

⑥新エネ電気相当量

③電気販売
肩代わり
可能



１００１００

電力会社B電力会社A

発電発電

１２０１２０

発電

アカウントアカウント

３０３０

小さな電力会社

アカウントアカウント

For example…
アカウントアカウント

アカウント取引のイメージアカウント取引のイメージ



cost

自ら発電 アカウントA アカウントB アカウントC アカウントD

競争によるコスト削減

発電費用の均一化 社会的コスト最小化

コストエフェクティブな達成！



3，276，767，
000合計

0住友共同電力株式会社

30，000六本木エネルギーサービス株
式会社

2，000東日本旅客鉄道株式会社

1，000諏訪エネルギーサービス株式
会社

15，000尼崎ユーティリティーサービス
株式会社特

定
電
気
事
業
者

0新日本石油株式会社6，883，000沖縄電力株式会社

43，000株式会社ジーティーエフ研究
所

390，841，000九州電力株式会社

1，000丸紅株式会社57，745，000四国電力株式会社

0株式会社サニックス156，372，000中国電力株式会社

34，000サミットエナジー株式会社609，825，000関西電力株式会社

768，000大王製紙株式会社84，436，000北陸電力株式会社

52，000イーレックス株式会社344，538，000中部電力株式会社

5，189，000株式会社エネット986，656，000東京電力株式会社

29，000新日本製鐵株式会社378，697，000東北電力株式会社

160，000ダイヤモンドパワー株式会
社

特
定
規
模
電
気
事
業
者

254，450，000北海道電力株式会社

一
般
電
気
事
業
者

調整後基準利
用量
（kWh）

電気事業者名
調整後基準利用
量
（kWh）

電気事業者名

出典：RPS管理システムホームページ



各社の新エネ発電比率

0.51％0.48％九州電力

0.10％0.07％沖縄電力

0.22％0.19％四国電力

0.35％0.32％東京電力

0.51％0.48％東北電力

0.86％0.84％北海道電力

新エネ発電比率
義務量÷発電量
(見込み)

既存利用率

(2003年3月時点)
電力会社

各電力会社ホームページより独自に作成



RPSの義務量～経過措置の話

• 大綱と一緒で追い込み型・・・議定書発効しないor未
達成の可能性も視野に？

基準利用量推移
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新エネルギー部会配布資料を基に作成



休憩。。。
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着眼点

①本当に９００万ｔ－ｃ？

②その削減、いくら？



東京電力による試算



導入実績と目標 （出典：新エネルギー部会報告書）



排出原単位の話

図表 電源別発電電力量の実績および見通し（出典：「エネルギー２００３」「総合資源エ
ネルギー調査会総合部会／需給部会報告書２００１．７」）



エネルギー長期供給見通し
石油依存度：2010年度には４５％程度まで低減

３％程度１％新エネルギー

３％程度４％水力

１５％程度１３％原子力

１４％程度１３％天然ガス

１９％程度１７％石炭

４５％程度５２％石油

2010年度

（目標）（構成比）

1999年度

（構成比）

年度

項目

出典：総合資源エネルギー調査会総合部会報告書



発電電源別ライフサイクルCO２排出量

0.407

0.478

0.704

0.887

0.111

0.130

0.038

0.088

0.011

0.015

0.022

0.029

0.053

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2

水力

地熱

原子力

風力

太陽光

LNGコンバインド

LNG火力

石油火力

石炭火力

kg-CO2/kWh(送電端)

発電燃料燃焼

0.975

0.742

0.608

0.519

設備・運用

出展：電力中央研究所報告書



我々の試算（発電の炭素削減）

単位：万ｔ－ｃ

120.7227合計

7.814
小水力
（1000kw以下）

112.9336.5213653新エネ合計

2.712.5525バイオマス

41211.481420廃棄物

53.261.797112風力

1650.93096太陽光

全電源代替の
CO2削減量
(売電量)

全電源代替の
CO2削減量
(発電量)

石油代替の
CO2削減量
(売電量)

石油代替の
CO2削減量
(発電量)



我々の試算（熱利用の炭素削減）

478.9熱利用合計

235.4黒液・廃材など

6.7廃棄物熱利用

27.6未利用エネルギー

209.2太陽熱利用

単位：万ｔ－ｃ



導入実績と目標 （出典：新エネルギー部会報告書）



発電コスト

• 太陽光発電 ６６～７３円

• 風力発電 １０～２４円

• 廃棄物発電 ９～１２円

• 燃料電池 約２２円

• 原子力・・・５．９円 水力・・・１３．６円

• 石油・・・１０．２円 LNG・・・６．４円

• 石炭・・・６．５円 （円／ｋｗｈ）

（資源エネルギー庁ホームページより）

（新エネルギー部会報告書より）



我々の試算～コスト

RPS分↑RPS分↑

25122252RPS対象電力合計

9898小水力（1000kw以下）

72486644新エネ合計

4242194194バイオマス

0013201080産業用

55250614161298一般

廃棄物

12090168126小規模

644460714510大規模

風力

00730730非住宅用

1056105627062706住宅用

太陽光

売電コスト（大）売電コスト（小）発電コスト（大）発電コスト（小）

単位：億円



C、CO2のコスト

5.672165.099495.863055.37219

全電源代替のCO2コスト（万円/t-CO2）

3.026972.699733.026972.78154

石油代替のCO2コスト（万円/t-CO2）

20.818.721.519.7

全電源代替のCコスト（万円/t-C）

11.19.911.110.2

石油代替のCコスト（万円/ｔ-C） RPSによる価格



計算結果の意味

• 新エネルギー全体で８１５．４万ｔ-ｃ削減される

と思われる。

• RPSによるCO2削減価格は

5万１千～5万8千円/t-CO2(全電源代替）
2万7千～3万円/ t-CO2 (石油代替）



±０％：エネルギー起源のＣＯ２抑制

現行対策単純維持

約2000万ｔ－Ｃ超過

その他（燃料転換等）：

▲５００万ｔーＣ

新エネ：▲９００万ｔーＣ

省エネ：▲６００万ｔ－Ｃ

対策

これらの目標は、新法及び
その他の政策支援（技術開
発・導入補助）により達成さ

れるもの

出典：地球温暖化対策推進大綱



試算結果

• 新大綱の９００万ｔ－ｃは恐らく全電源を
前提、我々の試算と１０％程度の誤差
（我々によると８１５．４万ｔ－ｃ）

⇒現在、経産省に確認中・・・
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考察①

• 全電源代替での削減分８１５万ｔ-ｃのうち

発電分野で３３６万ｔ-ｃ分を削減する

熱利用分野で４７８．９万t-c分を削減する

⇒ CO２削減の為には熱利用分野の

導入促進が不可欠では！？



導入実績と目標（供給サイド熱利用分野）

（出典：新エネルギー部会報告書）



太陽光発電と太陽熱利用の比較

• 太陽光発電は太陽熱利用の・・・

・設置コスト 3.13倍

・得られるエネルギー 2.11倍

・利用コスト 2.74倍



太陽光発電と太陽熱利用の比較

• 補助金は原油換算１リットルのenergyに対し

・太陽熱利用 441円

・太陽光発電 500円

• 政府計上の14年度の新エネ関係予算額は

・住宅用太陽熱利用の導入支援 60億円

・住宅用太陽光発電の導入支援 232億円

⇒太陽光発電より太陽熱利用の補助金を

拡大する方が温暖化対策としては安価

NEDOホームページを基に計算
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• RPSは温暖化対策としてはコストがかかりすぎる？

（ CO2 1トン当たり5万１千～5万8千円、

電気分の価値を引いても4万～4万6千円）

参考：ERUPT、CERUPTで４４０～９６３円程度

イギリスの排出権取引で１０００円程度

⇒RPSは不要な政策か？

考察②



*IPCC第三次報告書を基に作成

考察②～続き

1万2千～13万円/ t-CO2

平均：4万8千円/ t-CO2
国内対策*

2万7千～3万円/ t-CO2〃 （石油代替）

4万～4万6千円/t-CO2新エネ削減（全電源代替）

限界削減費用

RPSは将来のために必要な政策だ！

・エネルギーセキュリティーへの貢献

・国内対策として排出削減できる

⇒RPSをコストエフェクティブに
機能させることが重要！！



コストエフェクティブなRPSのために

①新規発電事業者の参入の促進

②取引の活性化

海外政策を参考にしてみよう♪



海外のRPS

証書の登録が随時可能。
証書取引市場創設。全国
統一電力市場を利用した
証書取引が盛ん。

（トレーダーあり）

97年→10年

10.7%→12.7%
電力卸売事業者01年

4月

豪州

トレーダーも口座開設が可
能。ROCｓの排出量取引

市場への売却が可能。（逆
不可）

02年目標3%
10年目標
10.4%

電力供給事業者02年

4月

英国

系統運用者、トレーダー、
大口需要家も口座開設可
能。

RECSとの連携も視野。

03年→10年

7.4%→16.9%
最終消費者

（製造業除外）

03年

5月

スウェーデン

市場の流動性の為の工夫導入目標量義務対象者導入年国名

日本エネルギー経済研究所資料等を基に作成



海外のRPS
市場の流動性の為の工夫導入目標量義務対象者導入年国名

連邦政府と３つの地域で分断
されており、地域限定的。

02年1.4%
10年5.0%

配電事業者

電力供給事業者

02年

１月

ベルギー

電力以外のエネルギー使用
形態(熱利用)も証書を発行。
（CO2削減効果を勘案し）輸

入電力も証書の対象。

現状1.5%
10年目標5.0%

電力供給事業者01年

７月～

オランダ

設備運用後8年間の証書発行

を保証。国内プラントは計画
分についても当該年と翌年の
予想電力量にもとづき証書を
発行。

輸入電力も証書の対象。

02年２％

08年～12年の間

に７％

発電事業者

電力輸入事業者

02年

１月

イタリア

日本エネルギー経済研究所資料等を基に作成



コストエフェクティブなRPSのために

①新規発電事業者の参入の促進

②取引の活性化



①新規参入促進の為に・・・。

＊系統連係の費用負担問題

＊ポジティブなインセンティブの検討

⇒将来的な環境税の免除

＊参入リスクの軽減

⇒ex)イタリア・・・計画分からクレジットを発行

⇒価格シグナルの発信・・・政府による取引情報公開



コストエフェクティブなRPSのために

①新規発電事業者の参入の促進

②取引の活性化



cost

自ら発電 アカウントA アカウントB アカウントC アカウントD

競争によるコスト削減

発電費用の均一化 社会的コスト最小化

コストエフェクティブな達成！



②取引の活性化の為に・・・。

◎市場流動性の確保

＊日本のアカウント市場はプレイヤーが少ない

⇒市場メカニズムが正しく働かない

⇒プレイヤーを増やす必要有り！

・トレーダーの参入を認めるべきではないか!?
価格シグナルの発信



我々の主張

• RPSの利点とは！？

⇒コストエフェクティブに目標量を達成！！

・・・その為には・・・

取引の活性化が不可欠！

⇒プレイヤーの数を増やすべし！！

＝トレーダーを参入させるべし！！



発表の流れ

• 新エネルギーとは

• 新エネルギーの導入意義

• 導入目標

• RPSの概要

• 新エネ起源炭素削減の試算とその考察

・熱利用について

・RPSについて

• 今後の方針



今後の方針

• 経産省に問い合わせ、

温暖化対策としての新エネルギーを考える

• NEDO等の補助金について詳しく調べ、

熱利用分野の導入促進を考える

• RPSをよりコストエフェクティブに

機能させる方法を考える



太陽光・風力発電の導入実績
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政府による導入補助

新エネルギー関連予算の推移（通商産業省分）
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発電コスト（あくまで参照）

• 太陽光発電 ６６～７３円

• 風力発電 １０～２４円

• 廃棄物発電 ９～１２円

• 燃料電池 約２２円

• 原子力・・・５．９円 水力・・・１３．６円

• 石油・・・１０．２円 LNG・・・６．４円

• 石炭・・・６．５円 （円／ｋｗｈ）



これまでの政策

• ニューサンシャイン計画

• 余剰電力購入メニュー

• グリーン電力制度

⇒すべて自主的取組



401244122386（％）
（1998
年）

輸入原油の中東依存度**

94▲63989756100（％）
（1998
年）

石油の輸入依存度**

583538414052（％）
（1998
年）

エネルギーの石油依存度
**

81.4▲16.848.559.922.579.4（％）
（1997
年）

エネルギー輸入依存度*

163.3228.0247.5347.32162.0512.3
原油換

算
100万t

（1997
年）

エネルギー総供給量*

イタリアイギリスフランスドイツアメリカ日本国

先進国におけるエネルギー供給構造比較

出所：＊ ENERGY POLICIES OF IEA COUNTRIES(1999 Review),IEA
＊＊ 通商産業省 資源エネルギ－庁

戻る



発電電源別ライフサイクルCO２排出量
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0.975
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出展：電力中央研究所報告書戻る



京都議定書目標達成京都議定書目標達成

戻る

新エネの導入
が必要！！

▲３．９％

（▲１．６％）

省エネルギーは限界に近い
原子力も安全性に問題あり


